
新型インフルエンザ 診療ガイドライン (第１版) 

 

Ⅰ. 基本的な考え方 

 現在流行している新型インフルエンザは、ブタ由来インフルエンザ A (H1N1)による感染症である。

2009 年 4 月にメキシコにおける発生が確認され、以降、全世界に伝播し、多数の入院、死亡例が

報告されている。現在、我が国における新型インフルエンザ患者は、若年者を中心とし、多くは入

院加療を要さず、ノイラミニダーゼ阻害薬の投与を行いながら外来治療を行っている 1)。しかし、海

外では基礎疾患を有する者および健常者において、ウイルス性肺炎、さらには ARDS(acute 

respiratory distress syndrome)併発例など重症化することが知られ 2)、我が国でも 8 月以降、入院例

が増加し、死亡例も報告されている。 

欧州疾病予防センター（ECDC）では、これから起きる本格的なブタ由来新型インフルエンザ流

行、第１波で（今までのブタ由来インフルエンザの流行は前駆波とし、これから第１波が起きると考

えられている）、国民の20〜30％が罹患発病し、その1〜2％が入院、さらに0.1〜0.2％が死亡する

と予測している3)。日本が諸外国と同様であるとすると、2560〜3840万人が発病し、入院が25〜77

万人、死亡が2.5〜7.7万人となる。 

 数年後には、全国民が罹患するのが新型インフルエンザの本質であり、第１波での 2 千万から 4

千万人の患者発生を避けることは出来ない。これからは、原則として、すべての病院と診療所がイ

ンフルエンザ患者の診療にあたることが新型インフルエンザ対策の要諦であり、ノイラミニダーゼ阻

害薬の投与により、重症化を防ぎ入院や死亡を減らすことが最大の目標となる。 

 さらに、過去のパンデミックでは、細菌性肺炎を合併することにより、不幸な転帰をとることが多く

みられたが 4)、ブタ由来新型インフルエンザの重症例においても細菌感染症の合併が報告されて

いる。我が国のような高齢化社会においては、基礎疾患を有する高齢者も多く、適切な抗菌化学

療法を行う必要がある。 

 

Ⅱ. 新型インフルエンザ感染症 

新型インフルエンザは季節性インフルエンザと同様に、飛沫感染が感染経路と考えられ、潜伏

期は1~7日(中央値3~4日)である5)。米国ニューヨーク市における入院909例の報告では、喘息等の

呼吸器疾患が41％、糖尿病が13％、心疾患が12％など基礎疾患を有する患者が大半を占めたが、

健常成人や小児など特にリスクのない入院も21%みられた2)。最近では、健常者が重症化する例が

増加している。性差は特にない。 

 定型的には急性に発症する発熱に始まり、呼吸器症状（鼻汁もしくは鼻閉、咽頭痛、咳嗽など）を

認め、通常インフルエンザには少ない下痢や嘔吐もみられることがあるという 1, 2)。基本的には、症

状からは、季節性インフルエンザと区別はできないと考えられる。 

 新型インフルエンザ患者診察上での重要な注意点は、50歳以下の健常成人や小児で、発病当

初は、軽症であっても、第5~6病日からウイルス性肺炎を併発して急激に重症化することがある。そ

の場合、多くはICUでの治療が必要となる。重症例の40％はこのような健常者の症例であり、基礎
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疾患の有無で重症化の予測をすることは困難なこともある。 

 

    表 1) 新型インフルエンザの臨床症状   表 2) 米国ニューヨーク市での入院患者の 

                                   リスクファクター 

頻 度 臨床症状 

80％以上 発熱、咳 

60～80％ 熱感、悪寒、咽頭痛 

40～60％ 全身倦怠感、頭痛 

20～40％ 鼻汁・鼻閉、関節痛、

筋肉痛 

0～20％ 下痢、呼吸苦、嘔吐、

痰、腹痛、結膜炎 

リスクファクター 
入院症例  

n=909 

 気管支喘息 268 (30%) 

 その他の呼吸器疾患 102 (11%) 

 糖尿病 114 (13%) 

 心疾患 105 (12%) 

 免疫低下 77 (9%) 

 慢性肝・腎疾患 71 (8%) 

 妊婦 55 (6%) 

 2 歳以下 124 (14%) 

 65 歳以上 45 (5%) 

 なし 187 (21%) 

 不明 29 (3%) 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ. 診断 

 上述の臨床症状および地域のサーベイランスによる流行状況を参考に、家族や学校、職場の罹

患状況、接触歴などを考慮し、新型インフルエンザを疑う。診断は臨床診断に加えて、迅速診断を

行うことが望ましい。 

1. インフルエンザ患者と非インフルエンザ患者との分離 

 感染対策上、新型インフルエンザの感染が疑われる発熱患者と、他患者との分離を可能な限り

行う。新型インフルエンザの感染が疑われる患者にはサージカルマスクを着用させ、対応する医療

従事者もサージカルマスクを着用する 6)。窓を定期的に解放することや、窓の開放が困難な場合は

エアコンを用いるなど、戸外との換気の良好な部屋で対応するとともに、待合室は他の患者と別室

を用いるか、困難な場合には、他の患者との距離を 1m 以上離したり、衝立やカーテンの活用を考

慮する。 

 実際には新型インフルエンザの伝播経路は市中が主であることに加えて、医療機関は、日常的

にみられるインフルエンザ以外の発熱性疾患に対しても、確実な診療が求められるため、他患者と

の分離は、診療上のバランスを考慮して行う必要がある。 

 

2. 重症の新型インフルエンザ患者のトリアージ 

 新型インフルエンザの診療においては、患者の多くは軽症であるものの、時にみられる重症例に

対して適切な医療を提供する必要があることから、重症度の適切な判断による重症者のトリアージ
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が必要である。重症化リスク群*を含めて軽症例では外来治療ならびに自宅療養が原則である。 

*重症化リスク群: 慢性肺疾患(喘息を含む)、心疾患、腎疾患、肝疾患、血液疾患、神経疾患、神

経筋疾患または代謝異常(糖尿病を含む)、5 歳以下の小児、高齢者、妊婦および、新型インフル

エンザにおける臨床疫学研究に基づいたハイリスク患者。 

 重症度の判断による入院の適応は、罹患患者が有する基礎疾患によるものの、原則的に主治医

の裁量による。一般的には、肺炎・気道感染による呼吸状態の悪化、心不全の併発、その他の臓

器障害、著しい脱水などにより全身管理が必要とされた場合、入院治療を行う。したがって、診察

時には、頻脈、頻呼吸、血圧低下、努力性呼吸、チアノーゼなどの基本的な臨床症状に加えて測

定可能であれば SpO2 を測定し、これらの異常が認められる場合には、特に重症化リスク群につい

て、血液・生化学検査や、胸部レントゲン写真などの画像所見の評価を含め、慎重に診療する必

要がある。従来のパンデミックインフルエンザでは、細菌性肺炎による重症化が多く報告されており
4)、新型インフルエンザに合併する二次性の細菌性肺炎について適切に評価することが必要であ

る。日本呼吸器病学会では、市中肺炎の重症度および入院について以下のような基準を示してい

る 7)。 

使用する指標 合致する指標数 推奨される方針 

1 男性 70 歳以上、女性 75 歳以上 0 項目 外来治療 

2 BUN 21mg/dL 以上または脱水あり 1〜2 項目 外来または入院治療 

3 SpO2 90%以下（PaO2 60Torr 以下） 3 項目 入院治療 

4 意識障害 4〜５項目 ICU 入院 

5 収縮期血圧 90mmHg 以下    

※ ただし意識障害があれば 1 項目でも ICU 入院とする。 

 

Ⅳ. 検査 

1. インフルエンザ迅速抗原検査 

 迅速抗原検査は PCR 法と比較して感度が低いものの、安価かつ迅速であり、季節性インフルエ

ンザの診療と同様に、新型インフルエンザの診療においても活用することが可能と考えられる。 

①検査対象: インフルエンザ様症状の患者。特に、重症患者、重症化リスク群、集団感染が疑わ

れる事例では積極的に検査する。 

②結果の解釈: 迅速抗原検査では、季節性インフルエンザの場合、感度80〜90%とされる。新型

インフルエンザでは、季節性インフルエンザの場合より感度は低い可能性があるものの、補助診断

として十分活用しうることが報告されている1, 8)。発症早期では感度が低く、発症後24時間位が最も

感度が高いとされ、検体採取のタイミングによって、結果を解釈する必要がある。今回の新型インフ

ルエンザでは、特に早期の治療開始が重要視されているので、臨床的に新型インフルエンザが疑

われる場合は、迅速診断が陰性であっても治療を開始すべきであり、診断確定のためにノイラミニ

ダーゼ阻害薬の投与開始が遅れないようにすべきである9)。 
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2. RT-PCR 検査 

 現在の迅速抗原検査は A 型もしくは B 型の診断にのみ用いられることから、季節性インフルエン

ザと新型インフルエンザの鑑別を行うためには、RT-PCR や培養検査などの確定検査を行う必要が

ある。現在のところ、新型インフルエンザの確定検査は、国の新型インフルエンザに対する指針に

よって、保健所の指示のもと、地方衛生研究所などで行う検査である。確定検査の臨床的な意義

および人的・物的リソースを考慮し、すべての新型インフルエンザ疑い患者において行う必要はな

いものの、新型インフルエンザの診断に必要不可欠な地域サーベイランスによる流行状況の把握

および、学校、社会福祉施設、医療施設等における集団感染が疑われる事例、また、新型インフ

ルエンザ感染が疑われる患者が重症化した場合などについて施行する必要があるとともに、地域

における新型インフルエンザウイルスの薬剤感受性の動向を調査する際に行われる。 

 現在、新型インフルエンザは四種病原体に指定されており、適切なバイオセーフティーを行いつ

つ、ポジティブコントロールの供給体制の整備が行われれば、今後プライマーの確保のもと、既出

のプロトコールを参考に 10)、大学病院などの基幹病院等で検査を行うことも可能である。 

 

Ⅴ. 治療 

1. 一般的治療 

 総合感冒薬や解熱薬、鎮咳薬などについて臨床症状を評価し適時投与する。インフルエンザに

よる持続性の発熱などにより、高齢者、小児などの対応力が限られる患者では脱水がみられること

が多く、慢性心不全患者、慢性腎不全患者などの循環動態が不安定な患者では、その後の基礎

疾患の増悪のリスクがみられることが多いため、十分な経口・経静脈補液を含めて適切な対応を行

う。また、漢方薬による診療に習熟した医師のもとでは、一部の麻黄湯などの漢方薬を投与するこ

とも可能である。 

 なお、小児ではインフルエンザ脳症のリスクを考慮し 11)、アセチルサリチル酸、ジクロフェナク（ボ

ルタレン等）、メフェナム酸（ポンタール等）の投与は避ける。 

 

2. 抗インフルエンザ薬 

抗インフルエンザ薬の投与の適応は、原則的に各々の医師の裁量で行われる。新型インフルエ

ンザに対して、oseltamivirとzanamivirは有効であるが、amantadineには耐性である。マウス、フェレ

ット、サルなど動物の感染実験では、新型インフルエンザは、季節性インフルエンザに比べて、明

らかに下気道での増殖が強く、肺炎を起こす可能性が高いことが示されている12)。 メキシコでの流

行時、致死率が当初は高く、基礎疾患のない青壮年での死亡が目立った。感染が確認された18

例の肺炎症例は、全例、oseltamivirの投与を入院まで受けず、入院後投与が開始されたのは発病

8日目であった13)。最近、発表された米国ミシガンにおける死亡例の報告でも、oseltamivirの投与

開始はメキシコ同様、発病8日目であった14)。 

Oseltamivirの投与の有無、あるいは開始の時期が、新型インフルエンザでのウイルス肺炎の合

併に関係していると考えられる。またWHO治療ガイドライン上で、oseltamivirの投与により、肺炎の
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リスクが有意に減少し、入院の必要性が減ると述べられている10)。今回の新型インフルエンザの流

行に際して、ノイラミニダーゼ阻害薬の役割は、季節性インフルエンザで周知されている発熱期間

の短縮ではなく、重症化や死亡を防止することにある。 

 日本で確立している迅速診断を実施し、早期にノイラミニダーゼ阻害薬で治療するというインフル

エンザ診療を徹底して実施することが目指すべき新型インフルエンザ対策となる。健康成人、小児

の重症化が問題となっているので、ハイリスク患者のみならず、すべての新型インフルエンザ患者

に対して、ノイラミニダーゼ阻害薬の治療が必要である。従来、ノイラミニダーゼ阻害薬の投与が避

けられてきた妊婦、また新生児を含む１歳未満の乳児の治療もWHOのガイドラインでは勧奨してい

る。日本では、投与にあたってインフォームド・コンセントに留意しなくてはならない。WHOのガイド

ラインでは、呼吸困難を訴える患者、肺炎患者、脳症患者等を重症として、重症患者は全例を

oseltamivirで治療することが勧奨されている。重症感染症の治療薬として、zanamivirではなく、

oseltamivirが第１選択となっているのは、oseltamivirでは重症例の治療実績があることや、米国に

おける重症化の原因として喘息が最も多く、吸入薬であるzanamivirの気道刺激性の可能性のため

である。日本でも、妊婦15)や10代を含め重症例やzanamivirが不足した場合では、インフォームド・

コンセントに留意しoseltamivirによる治療が必要となる。 

小児: 1 回 2ｍｇ/kg, 1 回 75ｍｇまで。1 日 2 回、5 日間 oseltamivir(タミフル) 

成人・37.5kg 以上の小児: 1 回 75ｍｇを 1 日 2 回、5 日間 

zanamivir(リレンザ) 1 回 10mg(2 吸入)を 1 日 2 回、5 日間 (小児は吸入可能な場合) 

  

3．新型インフルエンザによる脳症 

これから起きる第１波では、非常に多くの小児、おそらく、小児の 30〜40％が発病すると考えら

れる。脳症はインフルエンザに感染した小児に一定の割合で発症するので、結果として小児では

脳症が多発する可能性が高い。また脳症は、インフルエンザに初感染である１〜３歳の低年齢層

に好発するが、今回は新型インフルエンザであり全年齢層で免疫がないので、小中学生や稀には

成人でも、脳症を発症する危険性がある。 

実際には痙攣、意識障害、異常言動が見られた場合は、脳症に十分に注意が必要である。小

児の脳症は、発症が早期で、状態の悪化が早い例が多く、oseltamivir の早期投与でも防ぐことが

困難な例が多い。脳症では、早期入院による集中治療が必要となる。具体的な治療法などは、脳

症のガイドラインを参照のこと 16)。今年の第１波ではパンデミックワクチンの接種は間に合わない可

能性が高いが、来年の第２波ではワクチンを幼児、学童に広く接種する必要がある。 

 

4．耐性について 

 Oseltamivir 耐性の新型インフルエンザも少数ながら報告されている 17)。Oseltamivir で A 型イン

フルエンザ患者を治療すると、治療開始後数日で、小児では 5〜10％程度に、成人では１％以下

に耐性ウイルスが出現する。しかしながら、出現した耐性ウイルスは、周囲に感染を起こすことはな

く、2〜3 日で上気道から消滅する。また、耐性ウイルスが出現した患者の症状が重症化することは
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ない。したがって、新型インフルエンザによる重症化のリスクを考えれば、oseltamivir 治療の必要性

の方が遙かに重要である。耐性ウイルスのサーベイランスは必要であるが、耐性の問題は、積極的

な oseltamivir の投与を妨げるものではない。なお、昨シーズンに耐性のソ連かぜウイルスが世界

的に流行した原因は、oseltamivir の治療により出現したものとは考えられず、自然変異により出現

したもの、自然耐性（natural resistance）と考えられている。 

5. 二次性の細菌性感染症に対する治療 

 インフルエンザ罹患後には、持続的な発熱による脱水に基づく予備能の低下や、免疫能の変化
18)などから、時に二次性の細菌性感染症の合併がみられる。実際に従来のパンデミックインフルエ

ンザでは、死亡例の多くが細菌性感染症によると言われている 4)。季節性インフルエンザ罹患後に

おける細菌性感染症の原因菌としては、肺炎球菌、インフルエンザ菌、黄色ブドウ球菌、モラクセ

ラ・カタラーリスなどがみられ、新型インフルエンザ罹患後における肺炎球菌感染症もみられるとさ

れる。日本感染症学会や日本呼吸器学会などの肺炎に関するガイドラインを参考に、適切な抗菌

化学療法を行うことが重要であると考えられる。 

6. 重症者に対する治療 

 新型インフルエンザの合併により、呼吸状態ならびに循環動態の悪化がみられる場合は、標準

予防策および飛沫予防策を遵守し、適切な基礎疾患の増悪への対応、人工呼吸器管理などを含

む全身管理を行う。インフルエンザは飛沫感染が主な病原体であり飛沫予防策が適応されること

から、必要な医療体制を確保すること併せて、新型インフルエンザに対しては、陰圧個室への隔離

を含めた空気感染対策を行う必要性はほとんどないと考えられる。現在のところ、新型インフルエン

ザによる重症呼吸器不全におけるステロイド薬の有効性については不明である。 

 

Ⅵ. 抗インフルエンザ薬の予防投与 

 新型インフルエンザ流行下、感染した場合に合併症のリスクが高いハイリスクグループおよび、医

療従事者には曝露後予防を考慮する。季節性インフルエンザの場合、抗インフルエンザ薬による

発症予防効果は約 70〜80%以上はみられるとされ 19)、現在のところ、新型インフルエンザ曝露時

における抗インフルエンザ薬の予防投与の効果は不明であるものの、一定の効果が期待される。

新型インフルエンザ感染症患者に、2m 以内の近接した環境に、一定時間以上(すれ違っただけな

どは除外)接触するなどの濃厚接触した場合、予防投与を検討する。 

具体的には、以下の①から③に当てはまる群(場合)が濃厚接触した際に予防投与を考慮する。 

①新型インフルエンザ感染症により重篤化するリスク群 

②医療従事者が、適切な個人防護具を着用せずに曝露した場合。 

③集団感染事例した場合のリスクが高い群(医療施設の入院患者、社会福祉施設の入所者など)

が、新型インフルエンザ患者と同室していた場合、同室者のリスクに応じて積極的に投与を検討す

る。  
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小児: 1 回 2ｍｇ/kg, 1 回 75ｍｇまで。1 日 1 回、7〜10 日間 oseltamivir(タミフル) 

成人・37.5kg 以上の小児: 1 回 75ｍｇを 1 日 1 回、7〜10 日間 

zanamivir(リレンザ) 1 回 10mg(2 吸入)を 1 日 1 回、10 日間 (小児は吸入可能な場合) 

 対象者が新型インフルエンザ患者の発症 24 時間以上前に濃厚接触した場合および、すでに濃

厚接触後 7 日間を経過している場合には予防投与は不要である。対象①の家族が曝露した場合

において、家族の一律的な予防投与は推奨しない。 

 

Ⅶ. 予防および準備対応 

1. 季節性インフルエンザワクチン接種 

 今後の季節性インフルエンザの流行は不明であるものの、例年、多数の超過死亡がみられる重

要な疾患である。季節性インフルエンザと新型インフルエンザが重複した流行下では、対応がさら

に困難となることが危惧される。季節性インフルエンザワクチンはその有効性が確認されていること

から 20)、可能な限り多くの人に接種する必要がある。 

A 型インフルエンザは、今後、ほとんどがブタ由来新型インフルエンザとなり、A ソ連型や香港型

はヒトの世界から消滅する可能性もあるが、B 型インフルエンザは流行が続くので、少なくとも、B 型

予防には季節性インフルエンザの接種は有効である。 

2. 新型インフルエンザ A（H1N1）ワクチン 

 有効性および安全性を確認する必要があるものの、新型インフルエンザ対策の最も重要な対策

の一つである。今後上市された場合は、供給に限りがあるため、国の指針や優先順位を参考に接

種する。 

 

3. 肺炎球菌ワクチン 

 従来のパンデミックインフルエンザにおいては、死亡例の多くがインフルエンザ罹患後の細菌性

肺炎であるとされる。新型インフルエンザ対策においては重症化防止が最も重要であることから、

市中肺炎の最も多い原因菌であって重症化しやすい肺炎球菌感染症に対する対応が必要であ

る。 

 現在上市されている23価の肺炎球菌ワクチンは、安全に接種することが可能であり、侵襲性の肺

炎球菌感染症に対する予防効果があるとともに 21)、インフルエンザワクチンと併せて接種すること

により更なる効果も期待できるため 22)、諸外国ではインフルエンザワクチンとの同時接種が推奨さ

れるとともに 23)、その際においても有効性や安全性も高いことが報告されている 24)。 

 可能な限り多くの人に接種する必要があるものの、供給に限りがあるため、以下の優先順位を参

考に接種する。 

①脾摘患者 

②季節性および新型インフルエンザ感染症により重篤化するリスクを有する高齢者 

③高齢者 
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4. 抗微生物薬、必要資材の備蓄 

 新型インフルエンザは、高い感染率および重症例の発生が懸念されていることから、パンデミック

期においては、診療上必要不可欠な医療資源について、十分な確保が必要である。特に現在、

地域や医療施設において、医療材料および薬剤の厳しい在庫管理が行われているため、パンデミ

ック期における急激な需要増加に対応することを考慮する必要がある。 

 新型インフルエンザの治療において最も重要な、抗インフルエンザ薬の備蓄および円滑な供給

体制を整備する必要があるとともに、合併症治療に用いられる抗菌薬について、十分量の在庫の

確保を行うことが必要である。 

 

Ⅷ. 感染対策 

 インフルエンザは飛沫感染で伝播することが主な病原体であり 25)、特に近接した場所で一定時

間接触する場合に伝播することが多く、家庭内や学校などで伝播することが知られている 25)。医療

施設においても呼吸器衛生/咳エチケットを含め、手指衛生および標準予防策および飛沫予防策

を行う必要がある。以下に医療施設における感染対策を示す。 

① 手指衛生、標準予防策および飛沫予防策の遵守 

② 適切な個人防護具の着用* 

③ 医療施設における適切なトリアージ(罹患患者とその他の患者との分離、重症度の判断) 

④ 換気状況も含めた施設環境(外来・病棟・職員エリア)の整備 

⑤ 季節性および新型インフルエンザワクチンの接種 

⑥ 職員の健康管理、職員家族を含めた罹患時の対応 

 周囲への感染性を有する期間については、発症後 7 日間もしくは解熱後２日については、周囲

に対する感染性を有するとして就業の制限を考慮する。加えて、新型インフルエンザにおいては、

ウイルスの排泄期間が長引く可能性も考慮し、出勤後も、手指衛生の励行やマスクを着用するなど、

周囲への伝播を抑えるように努力することも考慮される。 

  

＊個人防護具の着用の目安 

 手指衛生 咳エチケット マスク 手袋 ガウン 
ゴーグル/ 

フェイスシールド 

問診・診察時 + + サージカル - - - 

検体採取 + + サージカル + - リスクに応じて

ハイリスク手技 + + N95 マスク + + + 

ハイリスク手技: ネブライザー、気管内挿管、気管内吸引、気管支鏡検査、剖検等のエアロゾルが

発生するリスクのある手技 
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